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ＴＫＣ連結グループソリューションご利用企業 

 ご担当者 各位 

株式会社ＴＫＣ 

 

事業所税の申告業務を支援するクラウドシステム 

令和７年度ｅ－ＴＡＸ事業所税[2026年03月版]を 

令和８年３月２５日(水)から提供します 

 

 令和７年度ｅ－ＴＡＸ事業所税[2026年03月版]を、令和８年３月２５日(水)から提供します。

つきましては、システムの概要や特長、お申込み方法等をご案内します。 

 

Ⅰ ｅ－ＴＡＸ事業所税について 

１．システムの概要 

ｅ－ＴＡＸ事業所税は、指定都市等が課税する事業所税の申告書の作成から電子申告、電子  

納税までを一気通貫で支援するクラウドシステムです。 
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２．システムの特長 

(1) 「業務プロセス」メニュー 

  申告書の作成から電子申告、電子納税までの最適な業務フローが「業務プロセス」として  

システムに組み込まれており、システムのメニューに沿って処理を進めることで、申告業務を

簡単に完了できます。 

業務プロセス 主な機能 

１ 法人基本情報等の登録 
法人基本情報の登録 

税理士基本情報の登録 

２ 事業所税申告書データの読込 

読込テンプレートファイルのダウンロード 

事業所税申告書データの一括読込 

読込データの補正 

３ 事業所税申告書等の印刷 

申告区分の確認・修正 

事業所税申告書・申告確認表の印刷 

税務代理権限証書の作成 

４ 事業所税の電子申告・電子納税 
電子申告データの作成 

事業所税の電子申告・電子納税(※) 

(※)ｅ－ＴＡＸ電子納税（法人電子申告システム「ＡＳＰ１０００Ｒ」・グループ通算申告 

システム「ｅ－ＴＡＸグループ通算」の無償オプションシステム）が必要です。 

 

(2) 申告書の作成に必要なデータを一括読込できる専用テンプレート 

  事業所の床面積や従業者数等のデータを専用テンプレートファイルから一括で読込み、事業

所税の申告書を自動で作成します。 
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(3) 複数団体への一括電子署名・電子申告 

  複数の団体へ提出する申告書に一括で電子署名し、地方税ポータルシステムに一括で電子 

申告できます。 

 

３．システムの対応申告書等 

行 申告書等 

1 第44号様式（事業所税の申告書） 

2 第44号様式別表1（事業所等明細書） 

3 第44号様式別表2（非課税明細書） 

4 第44号様式別表3（課税標準の特例明細書） 

5 第44号様式別表4（共用部分の計算書） 

6 
みなし共同事業に関する明細書 

(注)東京都特別区の様式で作成します。 

7 税務代理権限証書 

8 免税点（算定期間末日の事業所床面積・従業者数）の一覧確認表 

9 資産割の課税標準となる事業所床面積の一覧確認表 

10 従業者割の課税標準となる従業者給与総額の一覧確認表 

11 事業所税額（資産割額・従業者割額）の一覧確認表 

 

Ⅱ 提供予定日 

  令和８年３月２５日(水) 
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Ⅲ お申込み方法等 

  お申込みの手続きに関しては、弊社営業担当までご連絡ください。 

  既にお申込みいただいている場合は、令和８年３月２５日(水)に、注文書の「プロダクト  

キー等送付先」に記載のメールアドレス宛にシステム起動用ＵＲＬ等を通知します。 

 

Ⅳ 動作環境 

ＴＫＣグループホームページのこちらをご参照ください。 

 

Ⅴ ｅ－ＴＡＸ事業所税の紹介サイト 

ＴＫＣグループホームページのこちらをご参照ください。 

以上 

https://www.tkc.jp/consolidate/spec/#jigyousho
https://www.tkc.jp/consolidate/jigyousho/

